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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

総合研究報告書 

 

健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究 

 

研究代表者 辻 一郎 東北大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野・教授 

 

研究要旨 

 健康日本２１（第二次）の推進・評価および次期健康づくり運動の策定を研究者の立場からサポ

ートすることを目的に 12 名の研究者で研究班を組織し、以下の結果を得た。 

１．栄養・食生活、喫煙、飲酒、歯・口腔、高齢者の健康、こころの健康の各領域で、都市・非都

市間の格差、学歴・所得による格差、建造環境やライフコースの重要性が明らかとなった。 

２．各都道府県における健康日本２１（第二次）の目標設定の状況、保健事業の実施状況、保険者

努力支援制度の評価点などの指標を活用することにより、自治体の取組み状況とその成果が評

価可能であった。 

３．2010 年から 2019 年にかけて、健康日本２１（第二次）の主要目標である「平均寿命の増加分

を上回る健康寿命の増加」は男女とも達成された。 

４．高血圧・糖尿病などの予防・治療、喫煙・歩行などの生活習慣の改善、社会参加の促進などに

より、健康寿命は相当程度（少なくとも５年以上）延伸できることが明らかとなった。 

５．次期健康づくり運動のあり方に関する議論、各指標間の相互関係や階層性に基づくロジックモ

デルの作成などを踏まえて、13 領域（健康寿命、がん、循環器疾患、糖尿病、こころの健康、

高齢者の健康、健康格差の是正、社会環境の整備、栄養・食生活、身体活動・運動、飲酒、喫

煙、歯・口腔）で 62項目の目標値を提案した。 

 

研究分担者 

相田  潤 東京医科歯科大学大学院医歯学総

合研究科健康推進歯学分野・教授 

岡村 智教 慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛

生学・教授 

近藤 克則 千葉大学予防医学センター社会予

防医学研究部門・教授 

近藤 尚己 京都大学大学院医学研究科社会疫

学分野・教授 

田淵 貴大 大阪国際がんセンターがん対策セ

ンター疫学統計部・副部長 

津下 一代 女子栄養大学栄養学部・特任教授 

橋本 修二 藤田医科大学医学部衛生学講座・

教授 

村上 義孝 東邦大学医学部医療統計学分野・

教授 

村山 伸子 新潟県立大学人間生活学部・教授 

山之内芳雄 国立精神・神経医療研究センター 

 （令和元年度） ・精神保健研究所・部長（現 あい

 せい紀年病院） 

西  大輔 東京大学大学院医学系研究科精 

（令和２・３年度） 神保健学分野・准教授 

横山 徹爾 国立保健医療科学院生涯健康研究

部・部長 

 

Ａ．研究目的 

 平成 25 年４月に始まった国民健康づくり運

動「健康日本２１（第二次）」の最終評価が令和

３年度から行われており、令和４年７月には終

了する見込みである。そこで、令和６年度に開

始予定の次期国民健康づくり運動（以下、「次期

プラン」）の策定準備（健康課題の抽出・測定す
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べき健康指標の選定・目標値の検討など）が必

要となってきた。 

 本研究班の目的は以下の３つである。第１に、

健康日本２１（第二次）の進捗状況を評価し、

各指標に関する格差の実状とその要因、各指標

の達成・未達成の要因を明らかにすることであ

る。第２に、健康寿命の延伸可能性を定量的に

示すことである。そのために健康寿命の延伸・

短縮に関わる要因や格差の要因を分析し、生活

習慣改善などによる健康寿命延伸効果の予測法

を構築する。第３に、次期プランのあり方を提

言することである。具体的には、次期プランで

盛り込むべき健康課題を明らかにし、目標項目

と目標値を提案する。このうち、第１項と第２

項は各研究者の「個別研究」により、第３項は

班員全員の「全体研究」により行われる。 

 これらの目的を達成するため、12 名の分担研

究者による研究班を組織する。辻は、厚生労働

省「健康日本２１（第二次）推進専門委員会（以

下「同委員会」）・委員長および厚生科学審議会

地域保健健康増進栄養部会・部会長を務めてお

り、行政上の課題と研究とを連結させる立場に

ある。橋本と横山は、健康寿命の推移・地域格

差に関する評価を同委員会に報告している。岡

村、近藤（克）、津下、村山、西は、同委員会委

員として、循環器疾患、高齢者の社会参加・社

会環境の整備、肥満・メタボ対策、栄養・食生

活、こころの健康を、それぞれ担当している。

また、健康寿命の関連要因を解明するという点

では、辻、近藤（克）、村上は、それぞれ大崎コ

ホート 2006、JAGES、NIPPON DATAというコホー

ト研究データを有し、要介護発生リスクの関連

要因に関する研究で実績がある。相田、近藤（克）、

近藤（尚）、田淵は、健康格差に関する研究で実

績がある。また田淵は、タバコ対策の立案・実

施・評価に長年関与してきた。津下は、地域や

職域での健康づくり対策を全国で展開している。 

 本研究班は、以上の実績を有する研究者によ

り構成され、先に示した３つの研究目的を達成

することにより、健康日本２１（第二次）の最

終評価と次期プランの策定を学術面からサポー

トすることを目指す。これにより、国民におけ

る健康寿命のさらなる延伸と健康格差の縮小に

資するものである。 

 

Ｂ．研究方法 

研究代表者と研究分担者 11 名、研究協力者３

名で研究班を構成し、３年間の共同研究を行っ

た。各年度で３回の研究班会議を開催するとと

もに、メールやオンラインでの会議を随時開催

して協議を行った。 

各年度の第１回班会議では、当該年度におけ

る研究計画を協議した。その後、各研究者が相

互に連携しつつ研究を進めた。第３回班会議で

当該年度の研究結果を取りまとめた。 

 なお、研究方法の詳細については、各分担研

究報告書を参照されたい。 

 

（倫理面への配慮） 

 すべての研究は「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」を遵守しており、所属施設

の倫理委員会の承認を受けている。個人情報の

取り扱いなどの方法に関する詳細については、

各分担研究報告を参照されたい。 

 

Ｃ．研究結果 

１）健康日本２１（第二次）の進捗評価及び各

指標の格差要因に関する研究（相田 潤・  

近藤克則・近藤尚己・田淵貴大・村山伸子・

山之内芳雄・西 大輔） 

［令和元年度］ 

 相田と近藤（尚）は、2015年の全市町村の特

定健診受診者約 1600万人を対象とする NDBデー

タを用いて、各市町村の平均所得と生活習慣・

疾病リスクとの関連について、性別及び年齢を

補正した多変量マルチレベルロジスティック回

帰分析を行った。その結果、最も所得が高い群

（400 万円以上）は最も低い群（250 万円未満）

に比べて、運動習慣がないオッズが 0.73 倍

（95％信頼区間＝0.68；0.78）有意に低く、喫
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煙習慣があるオッズが 0.84 倍（同＝0.80；0.88）

有意に低かった。循環器疾患の既往は所得の高

い群ほど下がり、高血圧で 0.74 倍（同＝0.71；

0.78）、脳卒中で 0.82 倍（同＝0.74；091）、心

疾患で 0.93倍（同＝0.85；1.01）であった。以

上より、今後、自治体間の健康格差縮小の政策

を立案していく上で、社会経済的要因を考慮し

た対策が必要であることが示唆された。 

 近藤（克）は、日本老年学的評価研究（Japan 

Gerontological Evaluation Study，JAGES）デ

ータを活用して、高齢者の社会参加や健康指標

の格差の関連要因を分析した。その結果、各市

町村の「社会参加していない」者の割合（平均

＝21.0±3.7％）は、最小で 13.5％、最大で

30.1％と、2.2倍の地域差があった。「通いの場」

づくり事業に熱心な市町村はフレイル高齢者の

頻度が少なかった。就労、スポーツ・趣味グル

ープへ参加する高齢者では要介護リスクが

10-24％低下した。社会参加、外出、通院の割合

が高い市区町ほど健康寿命が長く、うつ傾向や

喫煙の割合が高い市区町ほど健康寿命が短い傾

向があった。子ども時の貧困は高齢期のスポー

ツ参加にも関連しており、子どもの時に貧しか

ったと感じている男性で 18％、女性で 12％少な

かった。 

 田淵は、国民生活基礎調査データを用いて、

2001 年から 2016 年まで男女別の都道府県毎の

喫煙率の３年間を１単位とした増減率（Percent 

Change:PC）を計算した。その結果、都道府県別

喫煙率は男女ともに減少傾向を呈した（全国平

均 PC＝-2.5％）。一方、2010 年から 2013年にか

けて喫煙率が上昇している都道府県が多く、そ

の後 2013年から2016年にかけて再度減少した。

この推移は全都道府県に共通しているため、全

体に影響を与える政策（タバコ価格の値上げな

ど）を実施する方がよいと考えられる。 

村山は、自治体の栄養施策の実施状況とその

成果を都道府県レベルで検討した。その結果、

①行政栄養士の業務指針のうち、都道府県では、

健康・栄養課題の明確化と PDCAサイクルに基づ

く施策の推進、食環境整備、人材育成、全庁的

な取組の面で進んだ。②食塩摂取量の地域差の

改善は摂取量が多かった地域での減少が関与し

ていた。食塩摂取量の減少には、都道府県によ

る食環境整備の推進策が関連した。第２に、健

康日本２１（第二次）栄養・食生活の目標「食

品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業及

び飲食店の登録数の増加」について、関東甲信

越の自治体を対象に集計した結果、健康な食

事・情報へのアクセス・食物へのアクセスの実

施割合は過半数を超えていたが、そのパターン

や量的基準の内容には差があった。 

 山之内は、こころの健康に関する地域格差の

要因を解明するため、世界精神保健日本調査セ

カンドのデータを用いて心理的苦痛（K6）と精

神疾患について居住地の規模との関連を検討し

た。その結果、大都市に居住していることは、

心理的苦痛が強いこと、過去 12 か月間に何らか

の精神疾患の診断基準を満たしていることと関

連していた。 

［令和２年度］ 

 相田は、歯科保健医療を含む国民皆保険制度

を持つ日本と英国との間で高齢者の口腔健康格

差を比較し、無歯顎者の社会経済的不平等は日

本より英国の方が大きいこと、その差は歯科医

療の公的保険への適用範囲の違い（日本の方が

広くカバー）と関連することを示した。 

 近藤（尚）は、熊本地震前後で地域レベルの

ソーシャルキャピタルと高齢者の抑うつリスク

との関連を検討した。 

 近藤（克）は、JAGES データを活用して、個

人の社会生活要因や地域環境と健康寿命やその

地域間格差との関係を分析した。その結果、社

会参加（前期高齢者は就労、後期高齢者はグル

ープ活動への参加）が高齢者の健康水準の向上

に関与していること、高齢者の社会的孤立が英

国に比べ日本で悪化していること、子どもの頃

に逆境体験があった高齢者では野菜・果物不足

になる可能性が高いなどライフコースも高齢期

の健康と関連していること、ほとんど笑わない
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人で要介護リスクが 1.4 倍高いこと、緑地が多

い地域や小学校に近い地域に暮らす女性でうつ

が少ないこと、などを明らかにした。 

 田淵は、2017年に実施したインターネット調

査の回答者である 20-69歳の男女 9,030人を対

象に追跡調査を 2020 年まで毎年実施し、紙巻き

タバコ及び加熱式タバコによる受動喫煙の過去

１ヶ月間の曝露経験の割合を性・年齢階級・教

育歴・等価所得・居住地域別に計算した。その

結果、20-69 歳の男女において、紙巻きタバコ

の受動喫煙の曝露経験割合は 2017 年から 2018

年にかけて減少し、その後は横ばいであった。

一方、加熱式タバコの受動喫煙の曝露経験割合

は増加し続けた。両タバコとも、女性、60-69

歳、高教育歴群、非飲酒者で曝露経験割合が低

い傾向を認めた。 

 村山は、自治体における飲食店等を対象とし

た食環境整備制度（ヘルシーメニューの提供に

取り組む店舗の登録の実態）と関連要因を探る

ため、全国 153 自治体へ調査票を郵送し、124

自治体から回答を得た。飲食店等を対象とした

食環境整備制度を設定している自治体は約８割

であった。制度を設定している自治体のうち、

対象の食事やメニューは外食・中食・１食単位

が９割以上で１品単位が約８割、登録数の最頻

値は飲食店が 100～200 店舗でスーパーマーケ

ット・コンビニエンスストア・弁当店・他が 30

～100店舗であった。 

 西は、2016 年の国民生活基礎調査を用いて、

悩みや相談に関する現状を調べた。回答者

484,653 人のうち 48.0％が、悩みがあると回答

した。悩みの原因で頻度が高いものは「自分の

仕事」「自分の病気や介護」「収入・家計・借金

等」であり、心理的苦痛が強い（K6平均点が高

値）では「いじめ・セクハラ」「生きがいに関す

ること」「離婚」であった。悩みを相談できてい

ない人で心理的苦痛は強かった。都市の規模別

では、相談できていない人の心理的苦痛の強さ

は大都市群の方がやや強かったが、相談できて

いない人の割合は小都市群の方が高かった。 

［令和３年度］ 

 相田は、JAGES データを用いて、多数歯欠損

の高齢者における、所得・歯科診療費の自己負

担割合と義歯不使用との関連を検討した。その

結果、多数歯欠損で義歯を使用していない者の

割合は、３割負担で 17.9％、２割負担で 13.3％、

１割負担で 8.5％であった。等価所得が低い群

では高い群に比べ、義歯を使用していない者の

割合が有意に高く、その格差は自己負担割合が

大きい群ほど大きかった。 

 近藤（尚）は、2009 年から 2015 年の特定健

診データを用いて、所得と脳卒中、心疾患との

関連を検討し、高血圧、肥満、運動、喫煙、飲

酒が健康格差をどれくらい説明するのかを検討

した。その結果、所得と有病との間に有意な関

連が認められた。脳卒中の所得格差を高血圧が

32.32％と最も大きく説明した。心疾患の所得格

差も高血圧が 25.44％と最も大きく説明した。

高血圧の所得格差は肥満が 13.56％と最も大き

く説明した。 

 近藤（克）は、JAGES データなどを用いて、

建造環境・ライフコースと高齢者の健康との関

連を分析し、近隣の歩道面積割合が高い小学校

区に住んでいる高齢者では認知症発症リスクが

約45％低いこと、幼少期の逆境体験（親の死亡、

虐待、家庭内暴力など）が老年期の認知症・う

つ発症リスクと有意に関連することなどを明ら

かにした。また次期プランでは、身体・こころ

の健康と並んで「社会的健康」も明確に位置付

けるべきこと、社会的健康はライフコースの全

ての段階で検討されるべきであり、測定可能な

ポジティブ・ネガティブな要素の両面を取り入

れるべきことなどを提案した。 

 田淵は、2017年に実施したインターネット調

査の回答者 5,221人を対象に追跡調査を2020年

まで毎年実施し、紙巻きタバコ及び加熱式タバ

コによる受動喫煙の曝露経験の割合を性・年齢

階級・教育歴・等価所得・居住地域別に計算し

た。その結果、受動喫煙曝露は紙巻タバコで減

少し、加熱式タバコでは急速に増加した。両タ
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バコの受動喫煙曝露には教育歴による格差が認

められ、特に低教育歴層で著しかった。 

 村山は、都道府県と政令市等でのマネジメン

ト実施状況の実態を明らかにするために、2020

年 10 月に実施した郵送調査のデータを解析し

た。その結果、政令市等で栄養素等摂取量の把

握は少なく、都道府県と政令市等ともに食環境

整備の目標設定が５〜７割であった。いずれも

登録店舗・事業者数の把握が９割である一方、

母集団となる管内全体の飲食店等数の把握割合

は２割であった。更新制度を設定している自治

体は３〜４割であった。 

 西は、小児期・思春期の大都市居住と成人後

のインターネット依存との関連を、世界精神保

健調査日本調査セカンドのデータを用いて検討

した。その結果、小児期・思春期における大都

市居住と成人期におけるインターネット依存と

の有意な関連を認め、この関連は先行研究で示

された現在の都市居住を調整してもなお、有意

であった。本研究には横断研究であること、社

会経済状態やインターネットへのアクセスのし

やすさを検討できていないこと等の限界はある

が、今後の施策を考える上での資料の一つにな

ると考えられる。 

 

２）保健事業等実施状況と健康指標・医療費等

との関連に関する研究（津下一代） 

［令和元年度］ 

 愛知県内 53自治体を対象に人口規模、高齢化

率で層別化し、保健事業と健康指標・医療費と

の関連について５年間の推移を分析した。人口

は多くの自治体で減少したが、高齢化率の低い

自治体では増加した。高齢化は全自治体で進行

した。山間部等高齢化率が高い地域とその他の

地域で、要介護認定率、医療費、人工透析者数

の動向、保健事業の実施状況に差がみられた。 

 要介護２以上の割合は、65～74 歳では県全体

で 1.88％から 1.74％へ減少し、すべての自治体

でも減少傾向にあった。75 歳以上での割合は、

県全体で 14.3％から 13.5％と減少した。 

 １人当たり国保医療費は、県全体では４万円

ほど増加した。後期高齢者医療費は、県全体で

は 2.3 万円ほど増加した。大規模自治体、高齢

化率の高い自治体、山村部では約３万円以上の

増加傾向であったが、高齢化率の高い自治体は

２万円以下と増加が緩やかであった。 

 保健事業の実施状況に関して、宣言１（イン

センティブを推進する自治体）は、年とともに

増加した。宣言２（糖尿病性腎症重症化予防に

取り組む自治体）も増加したが、それは大規模

自治体で顕著で、山村部ではすべての年度で実

施がなかった。 

 以上のように、自治体の規模や人口動態によ

り、保健事業の実施状況とその効果や課題は異

なっていた。今後、対策を進めるうえで、自治

体規模・高齢化の度合いを意識した対策や支援

体制の必要性が確認できた。 

［令和２年度］ 

 地方自治体における健康日本２１（第二次）

糖尿病分野の目標設定に着目し、全国都道府県

の第二次における目標設定の状況と保健事業や

健康指標等との関連を調査した。 

 都道府県計画における糖尿病分野の目標設定

の状況では、12 都県で国の目標と指標構造が異

なっていた。透析新規導入の減少について、目

標設定との関連は見られなかった。HbA1c≧

8.4％、メタボリックシンドローム該当率の変化

については、NDB オープンデータベースにより

都道府県比較が容易であったが、健診受診率の

影響なども考慮する必要があると思われた。 

 2009 年、2015年の NDBオープンデータ公表値

をもとにメタボリックシンドローム該当率の変

化を都道府県別に比較した。全国では 0.64％の

増加であったが、都道府県別では 5％以上増加

した県は11県（23％）、減少した県は12県（25％）

であった。最も増加したのは福島県で 13.9％の

増加であった。同県において性・年齢階級別に

みると男性 50歳代以上、女性 40～50歳代で該

当率が増加、また、健診受診者数の増加がみら

れた。 
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人口 100 万人当たり透析患者数と一人当たり

国民医療費に r=0.571 の正の相関が見られた。 

［令和３年度］ 

 全国の自治体の保健事業の実施状況を把握で

きる指標として、保険者努力支援制度の評価点

を用いて、糖尿病分野に関係のある項目の点数

と健診データ（HbA1c）、医療費（地域差指数）

の関連を検討した。重症化予防事業については

平成 30 年度と比較して令和３年度には取り組

み自治体数が増加。比較的早期の段階（平成 30

年度）では重症化予防点数とデータヘルス計画

の策定との関連がみられた。HbA1c 高値者の割

合やその増加、医療費の状況が重症化予防事業

を推進する要因となる可能性が示唆された。重

症化予防事業実施と地域差指数低下の関連が示

唆されたが、因果については今後更なる検討が

必要である。保険者努力支援制度は国保事業を

対象としていることから、健康増進事業が含ま

れていないこと、自治体による自己申告項目が

多く客観的な指標が少ないこと、インセンティ

ブとリンクしているため回答への影響が否定で

きないなどの課題はあるが、自治体の保健事業

実施状況の全国的な指標として参考にしていく

ことが有用であると考えられた。 

 

３）健康寿命の延伸可能性に関する研究（岡村

智教・辻 一郎・橋本修二・村上義孝・横山

徹爾） 

［令和元年度］ 

岡村は、市町村における循環器疾患リスクを

評価するツールの有用性を評価するため、神戸

研究と鶴岡メタボロームコホート研究において、

脳・心血管疾患等の既往歴がなく、高血圧、糖

尿病、脂質異常症の治療中でない者、各 1,114

人、6,111 人を対象に、吹田スコアと久山町ス

コアを用いて、冠動脈疾患、脳卒中＋冠動脈疾

患の 10 年間の発症確率を比較した。神戸と鶴岡

の吹田スコアの平均値・中央値は、男女ともほ

ぼ等しく、いずれの集団も 10 年以内の冠動脈疾

患の平均の発症確率は男性で２％、女性で１％

未満と推定された。神戸と鶴岡の久山町スコア

の平均値、中央値もほぼ等しく、両集団とも 10

年以内に脳卒中または冠動脈疾患を発症する確

率は男性で 9.8％、女性で 4.2％と推定され、地

域差がなかった。 

 辻は、健康的な生活習慣の組み合わせと健康

寿命（要介護認定のない生存期間）との関連を

前向きコホート研究により検討した。宮城県大

崎市の 65歳以上の住民約１万名から 2006年 12

月に生活習慣などの自記式アンケート調査の回

答をいただき、生存・新規介護保険認定と死亡

に関する追跡を 2016 年 11 月まで続けた。

Laplace 回帰分析を用い、健康的な生活習慣の

数が1つ以下の群を基準群とした 50パーセンタ

イル差（50th PD：イベント発生 50％に至るま

での期間の差）として健康寿命の差を推定した。

健康的な生活習慣（「非喫煙または過去喫煙」、

「歩行時間≥0.5 時間／日」、「野菜・果物摂取量

≥270g／日」）のすべてを実践している者は、実

践数が 1つ以下の者と比較し、健康寿命が 17.1

月長かった。また、健康的な生活習慣の数が１

つ増えるごとに健康寿命は 8.8 月延びた。健康

的な生活習慣の実践と健康寿命の延伸との関連

が示唆された。 

 村上は、全国を対象としたコホート研究であ

る NIPPON DATA90 のデータを用いて、多相生命

表ソフトウェア（iMach）を用いて、喫煙（あり

vsなし）、高血圧（正常血圧 vs正常高値血圧・

高値血圧 vsⅠ度高血圧 vsⅡ度・Ⅲ度高血圧）、

肥満のカテゴリ（BMI18.5 未満 vs18.5〜25vs25

以上）の組み合わせ別に、65 歳健康寿命と 95%

信頼区間を算出した。その結果、男女とも 65歳

健康寿命は、正常血圧・非喫煙の集団（男性：

18.4年〜19.0 年、女性：21.1 年〜21.8年）で

最大で、Ⅱ・Ⅲ度高血圧・喫煙の集団（男性：

13.1 年〜14.6年、女性：16.1 年〜17.9 年）で

最小であった。その差は約５年と大きく、生活

習慣の改善による健康寿命延伸の可能性が示唆

された。 

 橋本は、健康寿命の算定方法と推移の評価方
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法を検討した。「日常生活に制限のない期間の平

均」の算定方法において、健康の概念規定を「日

常生活動作の自立」へ変更すると、健康寿命と

その推移が大きく変化した。健康水準の測定対

象を入院・入所者に拡大すると、健康寿命がや

や変化したが、その推移には大きな変化がなか

った。最終年齢階級を 95 歳以上に変更しても、

健康寿命とその推移には大きな変化がなかった。

以上より、現行の算定方法の頑健性が示唆され

た。 

 横山は、健康寿命を規定している平均寿命お

よび不健康期間と死因別死亡・日常生活影響等

（国民生活基礎調査）・食事や生活習慣等（国民

健康・栄養調査）との関連について、都道府県

を単位に分析し、健康寿命の都道府県格差の要

因を検討した。その結果、健康寿命の都道府県

格差は、男性では平均寿命の寄与が大きく、女

性では不健康期間の寄与が大きかった。喫煙率

は、平均寿命と中等度の負相関を示し、喫煙率

が高い都道府県では平均寿命が短いのみならず、

不健康な状態になってから死亡するまでの期間

も短い可能性がある。BMI は男性で平均寿命・

健康寿命ともに負相関を示し、歩数は男女とも

に平均寿命・健康寿命と正相関を示した。 

［令和２年度］ 

 岡村は、鶴岡メタボロームコホート研究ベー

スライン調査と神戸研究の８年目追跡調査の参

加者のうち、40～74 歳かつ脳・心血管疾患等の

既往歴なく、高血圧、糖尿病、脂質異常症の治

療中でない者各 6,111人と 523 人を対象に新吹

田スコアを評価した。山形県鶴岡市と兵庫県神

戸市という生活環境が大きく異なる集団でも、

新スコアで計算した脳・心血管疾患発症確率の

分布は同様の傾向であり、服薬者や脳・心血管

疾患の既往者を除いた場合の脳・心血管疾患発

症リスクの地域差はあまり大きくない可能性が

示唆された。今後は服薬率や既往歴も含めた総

合的な地域リスク評価が必要であろう。 

 辻は、社会参加の有無と健康寿命との関連を

前向きコホート研究により検討した。宮城県大

崎市の 65歳以上の住民を対象に2006年12月に

実施した生活習慣アンケート調査に有効回答し

た 11,982 名を解析対象とした。介護保険認定と

死亡の追跡を2017年11月まで続けた。曝露は、

３つの地域活動（ボランティア活動、趣味活動、

地縁的活動）への参加数・参加頻度とした。ア

ウトカムは、日常生活動作の自立（介護保険非

該当〜要介護２未満）期間の平均とした。iMaCh

プログラムで健康寿命を計算した。その結果、

社会参加のない者と比較し、３つ全ての活動に

参加している者では、健康寿命が約５年長かっ

た。全ての活動に共通して「参加なし」群より

「週１回以上」参加群では、健康寿命が男女と

もに約 3.5 年長かった。ポピュレーションレベ

ルで社会参加を促進することは、健康寿命の延

伸に寄与する可能性が示唆された。 

 村上は、NIPPON DATA90 のデータを用いて、

65歳健康寿命（日常生活動作６項目全てに自立

している期間）を SPACE プログラムで計算した。

血圧（正常血圧 vs正常高値血圧・高値血圧 vs I

度高血圧 vs Ⅱ度・Ⅲ度高血圧）・喫煙（なし vs 

禁煙 vs あり）・糖尿病（なし vs あり）・肥満

（やせ vs 適正 vs過体重 vs 肥満）の組合せ別

（96通り）の健康寿命を男女別に計算した。そ

の結果、65歳健康寿命の高い集団（正常血圧・

非喫煙・糖尿病なし・過体重（男性）、肥満（女

性））と低い集団(Ⅱ･Ⅲ度高血圧・喫煙・糖尿病

あり・やせ)との間で、男性では 11.98 歳、女性

で 15.07 歳と、大きな差があった。 

 橋本は、「日常生活に制限のない期間の平均」

（健康寿命）の将来の予測方法と延伸可能性を、

昨年度の算定方法と推移の評価方法の検討結果

を基礎に検討した。健康寿命の予測方法は、死

亡率と不健康割合の予測値から Sullivan 法で

算定することに定めた。死亡率と不健康割合の

予測方法として、外挿法とシナリオに基づく方

法を提示した。健康寿命の延伸可能性を検討す

るため、2017～2026年の健康寿命と不健康寿命

を、いくつかの仮定の下で見積もった。死亡率

と不健康割合の低下傾向がある程度継続すると
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仮定すれば、2016～2026 年の 10 年間で、健康

寿命は男性で 2.6年程度と女性で 1.8年程度延

伸すると見積もられた。以上より健康寿命の一

定範囲の延伸可能性が示唆された。 

 横山は、健康寿命と諸要因（こころの状態・

悩み・ストレス、睡眠時間、健康のために実行

している事柄、検診・健診受診率）との都道府

県間の相関を検討した。女性では有訴者率が高

いと健康寿命（日常生活に制限のない期間の平

均）が短かった。女性では、様々な不定愁訴お

よび筋骨格系の有訴率が高いと健康寿命が短く、

不健康期間が長かった。通院者率では、男性は

死亡に繋がりやすい脳卒中やそのリスク因子で

ある高血圧が、女性では筋骨格系疾患が、それ

ぞれ健康寿命が短いことと相関した。こころの

状態および健康のために実行している事柄の多

くの指標も、都道府県別の健康寿命と相関した。

検診・健診受診率が高い都道府県は健康寿命が

長かった。健康寿命の都道府県格差を縮小する

ために、これら関連要因の格差を縮小すること

の重要性が示唆された。 

［令和３年度］ 

 岡村は、鶴岡メタボロームコホート研究を対

象に、動脈硬化性疾患の 10 年間の発症リスク予

測スコア（久山町研究）を用いて、個人のリス

クスコアと発症確率を算出した。また、危険因

子の目標が達成された場合の発症確率の変化を

確認するため、平均の収縮期血圧値が 4mmHg 下

がった場合かつ/または LDL コレステロール値

が160mg/dL以上の者のうち４人に１人が135mg 

/dL に下がった場合における発症確率を算出し

た。その結果、上記の指標が達成された場合、

高リスクの割合が男性 1.7％、女性 0.2％減少す

ることが分かった。この結果を日本の集団全体

に当てはめると、男性 67,702人・女性 6,177人

の発症減少となる。以上より、高血圧と脂質異

常症の目標が達成されると、実社会での効果は

非常に大きいことが分かった。 

 辻は、地域高齢者の前向きコホート研究（大

崎 2006）データを用いて、1984年と 2006年と

の間の歩行時間の変化と健康寿命（日常生活動

作が自立している期間の平均）との関連を検討

した。その結果、男女ともに、不活発群（1984

年調査・2006 年調査とも１日歩行時間 30 分未

満）・減少群（1984年＝30 分以上→2006年＝30

分未満）では健康寿命が短く、増加群（30 分未

満→30 分以上）・活発維持群（両調査とも 30 分

以上）では健康寿命が長かった。また、「増加」

群の健康寿命は、「不活発」群よりも男女とも約

２年長く、「活発維持」群と同等であった。以上

より、歩行時間の増加は、健康寿命の延伸に寄

与する可能性が示唆された。 

 村上は、全国を対象に20年間追跡した NIPPON 

DATA90 のデータを用いて、多相生命表を用いた

65歳健康寿命（日常生活動作６項目全てに自立

している期間）を SPACE プログラムにより計算

した。NIPPON DADA90 データから危険因子（血

圧・喫煙・糖尿病・肥満）の組み合わせカテゴ

リ別に都市・非都市を加えた健康寿命を計算し、

都市・非都市部の差を検討した。その結果、各

カテゴリに共通して、都市部の方で健康寿命が

長かった。都市・非都市間差が大きい危険因子

カテゴリは、男性でⅠ度・非喫煙・糖尿病なし・

やせ、Ⅰ度・禁煙・糖尿病なし・やせの 0.29歳、

女性で正常血圧・非喫煙・糖尿病なし・肥満の

1.96歳であった。危険因子が多いほど都市部―

非都市部間の健康寿命の差は減少した。 

 橋本は、過去２年間の検討結果に基づき、「日

常生活に制限のない期間の平均」（健康寿命）に

ついて、2019 年の全国・都道府県・大都市を算

定した。2010～2019 年において、健康寿命が直

線的に延伸、不健康寿命が直線的に短縮し、健

康日本２１（第二次）の健康寿命の延伸目標「平

均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加」が達

成と判定された。同期間の都道府県の推移をみ

ると、男女とも、すべての都道府県で健康寿命

が延伸傾向、多くの都道府県で不健康寿命が短

縮傾向であった。いくつかの仮定の下で 2020～

2040 年の健康寿命の予測値を試算し、一定範囲

の延伸可能性が示唆された。 
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 横山は、都道府県を単位とした生態学的研究

により、2019 年の健康寿命および 2010 年から

2019年までの健康寿命の変化に寄与する要因を

検討し、以下のことを明らかにした。健康寿命

の都道府県格差およびその経年的変化の都道府

県差は、男性では平均寿命が一定程度関係して

いたが、女性では平均寿命の影響は小さかった。

有訴者率が高いと健康寿命は短く、女性では関

節痛その他の不定愁訴との関係があった。通院

者率が高い都道府県は健康寿命が短かった。喫

煙率が高い都道府県では平均寿命と平均自立期

間が短かった。健康のために実行している事柄

が多い都道府県は健康寿命が長かった。睡眠不

足が減少した都道府県は平均寿命と平均自立期

間の延びが大きかった。悩みストレス、特に自

分の病気や介護で悩むことが健康寿命の格差に

影響している可能性があった。健康寿命の都道

府県格差を縮小するために、これら関連要因の

格差縮小の重要性が示唆された。 

 

４）次期プラン策定に向けての提言に関する研究 

［令和元年度］ 

次期プランのあり方を提言することを目的と

して、本研究班を構成する研究分担者 12 名全員

及び研究協力者２名で検討を行った。本年度は、

次期プランで取組むべき健康課題と目標項目の

候補について検討した。 

第２回班会議（令和元年９月 11 日）において

３つのセッションを設定した。セッション１で

は、中間評価から見えてきた課題（社会環境の

整備・ポピュレーション戦略の重要性など）、こ

の 10 年間の健康づくりをめぐる変化と対応策

（健康格差・認知症・介護予防の重要性、情報

インフラの発展との関連など）、新しい領域の追

加の要否（生涯を通じた女性の健康、三次予防

の重要性など）が論じられた。セッション２で

は、目標指標の整理（NDB や KDB の活用、循環

器疾患のような３段階（死亡率減少・基礎的病

態の予防・生活習慣の改善）で目標設定するこ

との重要性など）が論じられた。セッション３

では、タバコ対策と栄養・食生活関連でポピュ

レーション戦略をさらに拡充するための方策が

論じられた。 

第３回班会議（令和２年１月 22 日）において、

次期プランで取り上げるべき目標項目の候補を

リストアップした。ここでは、研究分担者が分

担研究で担当している研究課題に対応する領域

を担当した。この時点では、できるだけ幅広に

111 項目の目標候補をリストアップし、今後の

検討の中で取捨選択していくこととし、目標項

目の精査・絞り込みを今後行うものである。 

［令和２年度］ 

次期プランの目標項目を選定し、目標項目間

の相互関係・階層性について検討を深めた。 

 以下に、合意事項を記す。 

(1) 指標の設定について 

・階層（プロセス・アウトプット・アウトカム）

を意識した設定。 

・既存の政府統計等で把握できる項目。 

・都道府県・市町村単位で把握できる項目。 

・（必要に応じて）性・年齢別、地域別等の特性

に応じて設定できる項目。 

・継続的にモニタリング可能な項目。 

・他の既存計画との整合性を図るべきこと。 

・目標策定時、中間評価時、最終評価時のデー

タが比較可能である項目。 

(2) ロジックモデルの作成について 

・次期プランにおけるさまざまな目標について、

以下のような階層性をもったロジックモデル

を作成することとした。 

・ロジックモデルは、疾病に関する目標と生活

習慣・危険因子に関する目標とで、別々の階

層性を想定することとした。 

・疾病に関する目標では、生活習慣等の改善→

危険因子・基礎的病態の改善→疾病等の予防

という、３層構造とする。 

・生活習慣・危険因子に関する目標では、プロ

セス（取組・対策）→アウトプット（行動や

環境の変化）→アウトカム（生活習慣や健康

指標の変化）という、３層構造とする。プロ
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セスとは、社会環境の整備や予防行動の拡充

に関する取組・対策のことである。 

(3) 目標の分類について 

・本研究では、公衆衛生上の重要性・エビデン

スの有無・モニタリングできる指標の有無と

いった基準により、主目標・副目標・開発中

の目標・研究途上の目標の４種類に分類した。

その定義を以下に示す。 

・主目標：効果に関するエビデンスがあり、モ

ニタリング指標もあるもの。そのなかでも優

先順位が高いもの。 

・副目標：効果に関するエビデンスがあり、モ

ニタリング指標もあるもの。ただし、主目標

ほどは優先順位が高くないもの。 

・開発中の目標：効果に関するエビデンスはあ

るけれども、モニタリング指標が整備されて

いないもの。 

・研究途上の目標：効果に関するエビデンスは

ないけれども、公衆衛生的には重要であるも

の。 

(4) 目標提案シートに含めるべき事項 

・目標項目名 

・データの情報源（政府統計の種類等） 

・階層（上記の通り） 

・評価レベル（国、都道府県、医療保険者など） 

・データ提供者 

・第二次との関係（同じもの、変更・改善、新

規のいずれか） 

・エビデンスの有無 

・補足事項 

(5) 目標項目の提案 

以上の協議に基づいて、10 領域（身体活動・

運動、栄養・食生活、喫煙、飲酒、歯・口腔、

高齢者の健康、循環器疾患、こころの健康、糖

尿病、がん）で、主目標 59項目、副目標 39項

目、開発中の目標 48 項目、研究途上の目標 18

項目を提案した。なお、各領域のロジックモデ

ルと目標提案シートについては、令和２年度本

研究班報告書の「次期国民健康づくり運動策定

に向けての提言に関する研究」に記載してある

ので、参照されたい。 

［令和３年度］ 

 目標値設定の方法について議論した上で、次

期プランで取り上げられるべき主な目標項目に

ついて目標値を提案し、検討を深めた。 

(1) 目標値設定の方法について、以下のような合

意が得られた。 

・ 昨年度までの班研究において主目標、副目標、

開発中の目標、研究途上の目標という形で目

標項目を分類してきたが、そのうち主目標を

中心に目標値を設定する。 

・ 目標年度は 2034年とする。 

・ 目標値設定には、その根拠・基準が必要であ

る。その際は、米国ヘルシーピープル 2030

が提唱する目標値設定の方法・基準を参考に

することが望ましい。 

・ データの変動が大きくない場合、線形モデル

による予測値の設定は許容できる。変動が大

きい場合は joinpoint regression modelを

用いて変曲点を明らかにし、その後の安定し

ている時期のデータを用いて将来予測を行

う。 

・ 死亡率は年齢調整値を使用し、疾病や生活習

慣に関する頻度・数は年齢調整しないことと

する。ライフステージに応じて動向が異なる

ものについては年齢階級別（２〜３カテゴリ

ー）で目標値を設定する。 

・ 悪化のトレンドが見られる指標については、

現状維持または現状から 5〜10％改善また

は増加（減少）の抑制などを目標とし、それ

に至るまでのロジックを明確にする。 

・ 健康寿命の延伸目標については、健康寿命延

伸プランの目標「2040 年までに３年以上延

伸（2016年比）との整合性を重視すべき。 

・ 各分野の目標は担当の研究分担者にお願い

することになるが、社会環境の整備や健康格

差の縮小といった課題については分野横断

的に目標項目・目標値を考えるべき。 

(2) 目標項目と現状値・目標値 

 以上の協議に基づいて、13 領域（健康寿命、
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がん、循環器疾患、糖尿病、こころの健康、高

齢者の健康、健康格差の是正、社会環境の整備、

栄養・食生活、身体活動・運動、飲酒、喫煙、

歯・口腔）で 62項目について目標値を提案した。

ただし、次世代の健康と休養に関する目標はま

だ設定されていないので、目標項目はもっと増

えることになる。一方、健康日本２１（第二次）

の目標が 53 項目であったことを考えると、さら

なる絞り込みが必要であると思われる。 

なお、各領域の目標値については、令和３年

度本研究班報告書の「次期国民健康づくり運動

策定に向けての提言に関する研究」に記載して

あるので、参照されたい。 

 

Ｄ．考 察 

 本研究事業では、以下の４点について調査研

究を行った。 

１. 健康日本２１（第二次）の進捗評価及び各

指標の格差要因に関する研究 

２. 保健事業等実施状況と健康指標・医療費等

との関連に関する研究効果的な生活習慣改

善につながる優良事例に関する研究 

３. 健康寿命の延伸可能性に関する研究 

４. 次期プラン策定に向けての提言に関する研

究 

 この４項目のそれぞれについて、３年間の達

成状況を検討したい。 

 第１項「健康日本２１（第二次）の進捗評価

及び各指標の格差要因に関する研究」では、栄

養・食生活、喫煙、飲酒、歯・口腔、高齢者の

健康、こころの健康の各領域について、自治体

間格差や社会経済格差の現状とその要因につい

て解明することができた。さらに、建造環境（近

隣の歩道面積、近隣の公園など）やライフコー

スの重要性など、さまざまな知見を得ることが

できた。次期プランでは健康格差の縮小に向け

た目標や施策をさらに充実させることが求めら

れており、本研究で得られた知見がそれに貢献

するものと期待される。 

第２項「保健事業等実施状況と健康指標・医

療費等との関連に関する研究」は、自治体・保

険者・企業による保健事業（健康増進対策、特

定保健指導・重症化予防等）の取組状況を調査

し、健康指標・医療費等との関連を分析し、健

康寿命延伸に資する対策を考察するものである。

この３年間で、各都道府県の健康日本２１（第

二次）糖尿病分野の目標設定の状況と保健事業

や健康指標等との関連、保険者努力支援制度の

評価点と健診データ・医療費との関連などを調

査した。その結果、これらの指標により自治体

の取り組み状況を評価することがある程度可能

であることが分かった。その成果を次期プラン

でも活用するものである。 

 第３項「健康寿命の延伸可能性に関する研究」

では、健康寿命の算定に関する方法論的検討、

健康寿命の地域差の要因解明、健康寿命の延伸

可能性に関する検討を行った。これにより、さ

まざまな要因（高血圧・糖尿病などの医学的要

因、歩行時間などの生活習慣、社会参加などの

社会的要因、自治体間の格差など）と健康寿命

との関連について（何年の差、相関係数などの）

具体的な数値を示すことができた。とくに、正

常血圧・非喫煙の集団とⅡ・Ⅲ度高血圧・喫煙

の集団との間で健康寿命に約５年の差があり、

社会参加のない者と３つ全ての活動に参加して

いる者との間でも健康寿命に約５年の差があっ

た。このように、高血圧・糖尿病などの予防・

治療、喫煙・歩行などの生活習慣の改善、社会

参加の促進などにより、健康寿命は相当程度（少

なくとも５年以上）延伸できることが明らかと

なった。これらは健康寿命の延伸可能性に関す

るエビデンスとして次期プランの策定で活用さ

れるであろう。 

また橋本は、健康寿命の最新値（2019 年値）

を算定し、健康日本２１（第二次）の最重要目

標「平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加」

が達成されたことを示すなど、健康日本２１（第

二次）の最終評価に貢献した。 

 第４項「次期プラン策定に向けての提言に関

する研究」では、１年目で次期プランのあり方
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に関する共通認識を得たうえで、２年目で指標

の設定・ロジックモデルの作成・目標の分類に

ついて協議した上で、10 領域（身体活動・運動、

栄養・食生活、喫煙、飲酒、歯・口腔、高齢者

の健康、循環器疾患、こころの健康、糖尿病、

がん）で、主目標 59項目、副目標 39項目、開

発中の目標 48項目、研究途上の目標 18項目を

提案した。さらに３年目では、主目標について

2034 年の目標値を検討し、13 領域（健康寿命、

がん、循環器疾患、糖尿病、こころの健康、高

齢者の健康、健康格差の是正、社会環境の整備、

栄養・食生活、身体活動・運動、飲酒、喫煙、

歯・口腔）で 62項目について目標値を提案した。

このような年次の積み上げに沿って一連の作業

を行うことができた。 

 本研究班では、３年間で 67篇の原著論文を発

表するなど、学術的にも高い成果を残すことが

できた。また、研究班会議（オンライン）には

厚生労働省から約 25 名の職員が毎回参加され

るなど、行政面からの注目も大きかった。さら

に橋本は、健康寿命に関する研究成果を令和３

年 12月 20 日の第 16回健康日本２１（第二次）

推進専門委員会で報告し、その結果は新聞・テ

レビなどで広く報道されるなど、社会的にも注

目を集めた。 

 以上のように、本研究課題は当初の目的と年

次計画に沿って順調に進捗し、本年度をもって

終了となる。来年度は、次期プランに特化した

研究班が組織される予定であることから、本研

究班の検討の到達点と課題を引き継ぎ、より良

い次期プランの作成に貢献する所存である。 

 

Ｅ．結 論 

 健康日本２１（第二次）の推進・評価および

次期健康づくり運動の策定を研究者の立場から

サポートすることを目的に 12 名の研究者で研

究班を組織し、以下の結果を得た。 

１．栄養・食生活、喫煙、飲酒、歯・口腔、高

齢者の健康、こころの健康の各領域で、都

市・非都市間の格差、学歴・所得による格

差、建造環境やライフコースの重要性が明

らかとなった。 

２．各都道府県における健康日本２１（第二次）

の目標設定の状況、保健事業の実施状況、

保険者努力支援制度の評価点などの指標を

活用することにより、自治体の取組み状況

とその成果が評価可能であった。 

３．2010 年から 2019 年にかけて健康日本２１

（第二次）の主要目標である「平均寿命の

増加分を上回る健康寿命の増加」は男女と

も達成された。 

４．高血圧・糖尿病などの予防・治療、喫煙・

歩行などの生活習慣の改善、社会参加の促

進などにより、健康寿命は相当程度（少な

くとも５年以上）延伸できることが明らか

となった。 

５．次期健康づくり運動のあり方に関する議論、

各指標間の相互関係や階層性に基づくロジ

ックモデルの作成などを踏まえて、13領域

（健康寿命、がん、循環器疾患、糖尿病、

こころの健康、高齢者の健康、健康格差の

是正、社会環境の整備、栄養・食生活、身

体活動・運動、飲酒、喫煙、歯・口腔）で

62項目の目標値を提案した。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 
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